
管理栄養士、看護師、薬剤師その他の職種の者が共同して、利   
用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計   
画を作成していること。  

口 利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと   

もに、利用者又はその家族等に対して、栄養管理に係る情報提   
供及び指導又は助言を行い、利用者の栄養状態を定期的に記録   
していること。  

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必   
要に応じて当該計画を見直していること。  

管理栄養士、看護師、薬剤師その他の職種の者が共同して、利   
用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計   
画を作成していること。  

ロ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと   

もに、利用者又はその家族等に対して、栄養管理に係る情報提   

供及び指導又は助言を行い、利用者の栄養状態を定期的に記録   
していること。  

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必   
要に応じて当該計画を見直していること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める特別食の内容は以下のとおり。  

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提   
供された適切な栄養量及び内容を有する腎臓病食、肝臓病食、糖尿   

病食、胃潰瘍食、貧血食、陣臓病食、脂質異常症食、痛風食、瞭下   

困難者のための流動食、経菅栄養のための濃厚流動食及び特別な場   
合の検査食（単なる流動食及び軟食を除く。）   

歯科衛生士等が行う場合  350単位  歯科衛生士等が行う場合  （1）御 350単位  （2）即 300単位  

注 通院又は適所が困難な在宅の利用者又は居住系施設入居者等に   
対して、次に掲げるいずれの基準にも適合する指定介護予防居宅   

療養管理指導事業所の歯科衛生士、保健師又は看護職員が、当該   

利用者に対して訪問歯科診療を行った歯科医師の指示に基づき、   

当該利用者を訪問し、実地指導を行った場合に、1月に4回を面   
度として算定する。   

イ 介護予防居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が判断し  
た者（その実施に同意する者に限る。）に対して、歯科衛生士、   

保健師又は看護職員が、当該利用者を訪問し、歯科医師、歯科  
衛生士その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔衛生状  

態及び摂食・噴下機能に配慮した管理指導計画を作成している  
こと。   

口 利用者ごとの管理指導計画に従い療養上必要な指導として当  

注 通院又は通所が困難な型眉墨に対して、次に掲げるいずれの基   

準にも適合する指定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯科衛生   
士、保健師又は看護職員が、当該利用者に対して訪問歯科診療を   

行った歯科医師の指示に基づき、当該利用者の居宅を訪問し、実   

地指導を行った場合に、1月に4回を限度として算定する。  

イ 介護予防居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が判断し  
た者（その実施に同意する者に限る。）に対して、歯科衛生士、  
保健師又は看護職員が、当該利用者の居宅を訪問し、歯科医師、  
歯科衛生士その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔衛  

生状態及び摂食・噴下機能に配慮した管理指導計画を作成して  
いること。   

ロ 利用者ごとの管理指導計画に従い療養上必要な指導として当  
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該利用者の口腔内の清掃、有床義歯の清掃又は摂食・噴下機能  
に関する実地指導を行っているとともに、利用者又はその家族  

等に対して、実地指導に係る情報提供及び指導又は助言を行い、  
定期的に記録していること。  

ハ 利用者ごとの管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し、必  

要に応じて当該計画を見直していること。  

ホ働 400単位 400単位   

注1 通院が困難な利用者であって、医師が看護職員lこよる介護予防  
居宅療養管理指導が必要であると判断した者に対して、指定介護  

予防居宅療養管理指導事業所の看護職員が当該利用者を訪問し、  
療養上の相談及び支援を行った場合は、法第32条lこ規定する要支  

援認定、碑去第33条の2  
に規定する要支援状態区分の変更の認定に伴い作成された介護予  
防サービス計画に基づく指定介護予防サービス（法第53条第1項  

脚、  

らの2月の間に1回を限度として算定する。ただし、准看護師が  
指定介護予防居宅療養管理指導を行った場合は、所定単位数の100  
分の90に相当する単位数を算定する。   

2瀬院している場合若しくは定期的lこ訪問診療  
を受けている場合又は利用者が介護予防訪問看護、介護予防訪問  
リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、■介護予防短期  

入所療養介護、瑚若しくは介護予  

防認知症対応型共同生活介護を受けている間は、算定しない。  

6 介護予防通所介護費（1月につき）   

イ 介護予防通所介護責  

該利用者の口腔内の清掃、有床義歯の清掃又は摂食・瞭下機能   

に関する実地指導を行っているとともに、利用者又はその家族   
等に対して、実地指導に係る情報提供及び指導又は助言を行い、   
定期的に記録していること。  

ハ 利用者ごとの管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し、必   
要に応じて当該計画を見直していること。  

6 介護予防通所介護責（1月につき）   

イ 介護予防通所介護責   

（1）要支援1   

（2）要支援2  

2，226単位  

4，353単位  

（1）要支援1  

（2）要支援2  

2，226単位  

4．353単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  

て都道府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所（指定  
介護予防サービス基準第97条第1項に規定する指定介護予防適  

所介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護予防適  
所介護（指定介護予防サービス基準第96条に規定する指定介護  

予防適所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、利用者の  
要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。た  

だし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  

て都道府県知事に届け出た指定介護予防適所介護事業所（指定   
介護予防サービス基準第97条第1項に規定する指定介護予防通   

所介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護予防通  
所介護（指定介護予防サービス基準第96条に規定する指定介護  

予防適所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、利用者の  
要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。た  
だし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に  
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厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大  
臣が定めるところにより算定する。   

厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大   
臣が定めるところにより算定する。  2灘（指   
定介護予防サービス基準第97条第1項に規定する介護予防通所   

介護従業者をいう」が、別lこ厚生労働大臣が定める地域lこ居  
住している利用者に対して、嘩（指定介護   
予防サービス基準第101条第6号に規定する通常の事業の実施地   

域をいう。）を越えて、指定介護予防通所介護を行った場合は、  

1月につき所定単位数の100分の5に相当する単位数を所定単位   
数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 次のいずれかに該当する地域   

① 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定により  
指定された離島振興対策実施地域   

② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に  
規定する奄美群島   

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項  
に規定する豪雪地帯   

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等  

に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺  
地   

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定により  
指定された振興山村   

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第2条  
第1項に規定する小笠原諸島   

⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域   

⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の   
促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す  
る特定農山村地域   

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   
1項に規定する過疎地域   

⑩ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に規  
定する離島  
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3 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都  

道府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所において、  

若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政令第412号）  

第2条第6号に規定する初老期における認知症によって法第7  
条第4項に規定する要支援者となった者をいう。以下同じ。）  

に対して指定介護予防適所介護を行った場合には、若年性認知  

症利用者受入加算として、1月につき240単位を所定単位数に加  
算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

受け入れた若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政   

令第412号）第2条第6号に規定する初老期における認知症によって   
法第7条第3項に規定する要介護者となった者をいう。）ごとに個   
別の担当者を定めていること。  

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規  

模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介  

護を受けている間は、介護予防適所介護費は、算定しない。   

旦 利用者が－の指定介護予防通所介護事業所において指定介護  

予防通所介護を受けている間は、当該指定介護予防通所介護事  
業所以外の指定介護予防適所介護事業所が指定介護予防通所介  
護を行った場合に、介護予防通所介護責は、算定しない。  

ロ アクティビティ実施加算  53単位   

注 利用者に対して、当該利用者の心身の状況、希望及びその置か  

れている環境を踏まえて作成された計画に基づき、アクティビテ  

ィ（集団的に行われるレクリエーション、創作活動等の機能訓練  
をいう。）を行った場合は、1月につき所定単位数を加算する。  
ただし、この場合において、同月中にハの運動器機能向上加算、  

二の栄養改善加算又はホの口腔機能向上加算のいずれかを算定し  

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規  
模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介  

護を受けている間は、介護予防通所介護責は、算定しない。   

旦 利用者が－の指定介護予防通所介護事業所において指定介護  

予防通所介護を受けている間は、当該指定介護予防通所介護事  
業所以外の指定介護予防通所介護事業所が指定介護予防通所介  

護を行った場合に、介護予防適所介護責は、算定しない。  

ロ アクティビティ実施加算  81単位  

注 利用者に対して、当該利用者の心身の状況、希望及びその置か   

れている環境を踏まえて作成された計画に基づき、アクティビテ   
ィ（集団的に行われるレクリエーション、創作活動等の機能訓練   
をいう。）を行った場合は、1月につき所定単位数を加算する。   

ただし、この場合において、ハの運動器機能向上加算、二の栄養   

改善加算又はホの口腔機能向上加算に係る届出を行っている場合  

ている場合にあっては算定しない。  は算定しなし㌔  

ハ 運動器機能向上加算  ハ 運動器機能向上加算  225単位   225単位  
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注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的   
に実施される機能訓練であって、利用者の心身の状態の維持又は   
向上に資すると認められるもの（以下この注において「運動器機   

能向上サービス」という。）を行った場合は、1月につき所定単   

位数を加算する。   

イ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法  

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ  
指圧師（以下この注において「理学療法士等」という。）を1  
名以上配置していること。   

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、理学療法士等、  
介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、運動器機  

能向上計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い理学療法士等、経験  

のある介護職員その他の職種の者が運動器機能向上サービスを  
行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に記録し  
ていること。   

二 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価  

すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所介護事業所であること。   

栄養改善加算  100単位  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的   
に実施される機能訓練であって、利用者の心身の状態の維持又は   
向上に資すると認められるもの（以下この注において「運動器機   

能向上サービス」という。）を行った場合は、1月につき所定単   
位数を加算する。   

イ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法  

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ  
指圧師（以下この注において「理学療法士等」という。）を1  
名以上配置していること。   

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、理学療法士等、  
介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、運動器機  

能向上計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い理学療法士等、経験  

のある介護職員その他の職種の者が運動器機能向上サービスを  
行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に記録し  
ていること。   

二 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価  

すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
適所介護事業所であること。   

栄養改善加算  150単位  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、   
個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者   
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ   

の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、  

1月につき所定単位数を加算する。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護  

職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利  

用者ごとの摂食・疇下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  
画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、   
個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者   
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ   

の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、  

1月につき所定単位数を加算する。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護  

職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利  

用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  
画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ   
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－ビスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記   
録していること。  

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ   

と。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記   
録していること。  

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ   
と。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所介護事業所であること。  

ホ 口腔機能向上加算  

通所介護事業所であること。  

ホ 口腔機能向上加算  150単位   100単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある  
利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個  

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・噴下機  

能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状  
態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい  
て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  

つき所定単位数を加算する。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  

ること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科  

衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が  

共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成して  
いること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、  

歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っている  
とともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  

二 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所介護事業所であること。  

へ 事業所評価加算  100単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  
府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所において、評価  

対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の  

属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数を加算する。  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  
知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある  

利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個  

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・疇下機   

能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状  
態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい  

て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  

つき所定単位数を加算する。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  
ること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科  
衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が  

共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成して  
いること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、  

歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っている  
とともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  

二 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所介護事業所であること。  

へ 事業所評価加算  100単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  

府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所において、評価  

対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の   

属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数を加算する。  
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※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   
二十八 介護予防適所介護費及び介護予防適所リハビリテーション  

真における事業所評価加算の基準  

イ・ロ （略）   

ハ（2）の規定により算定した数を（1）に規定する数で除して得た数  

が0，7以上であること。  

（1）評価対象期間において、当該指定介護予防通所介護事業所  

又は当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所の提供  
する選択的サービスを3月間以上利用し、かつ、当該サービ  
スを利用した後、法第33条第2項に基づく要支援更新認定又  
は法第33条の2第1項に基づく要支援状態区分の変更の認定  

（以下「要支援更新認定等」という。）を受けた者の数  
（2）選択的サービスを利用した後、評価対象期間に行われる要  

支援更新認定等において、当該要支援更新認定等の前の要支  

援状態区分と比較して、要支援状態区分に変更がなかった者  
（指定介護予防支援事業者が介護予防サービス計画に定める目  

標に照らし、当該介護予防サービス事業者によるサービスの  

提供が終了したと認める者に限る。）の数に、要支援更新認定  

等の前の要支援状態区分が要支援2の看であって、要支援更  
新認定等により要支援1と判定されたもの又は要支援更新認  
定等の前の要支援状態区分が要支援1の看であって、要支援  

更新認定等により非該当と判定されたものの人数及び要支援  
更新認定等の前の要支援状態区分が要支援2の看であって、  
要支援更新認定等において非該当と判定されたものの人数の  
合計数に2を乗じて得た数を加えたもの  

ト サービス提供体制強化加算  

注 矧‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているものとして都道   

府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所が利用者に対し   

指定介護予防通所介護を行った場合は、輝こ   

従い、利用者の要支援状態区分に応じて1月につき次に掲げる所   

定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定  
している場合においては、  次に掲げるその他の加算は算定しない。  

（1）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  
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些里些  

準星位   

空拳堕  

48単位   

要支援1 
要支援2 

（2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

要支援1  

要支援2  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① 当該指定介護予防通所介護事業所の介護職員の総数のうち、  
介護福祉士の占める割合が100分の40以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

① 当該指定介護予防通所介護事業所の指定介護予防通所介護を  

利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数3年以上の  
者の占める割合が100分の30以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること  

7 介護予防適所リハビリテーション責（1月につき）   
イ 介護予防通所リハビリテーション費   

（1）要支援1   

（2）要支援2  

7 介護予防通所リハビリテーション責（1月につき）   
イ 介護予防通所リハビリテーション責   

（1）要支援1   

（2）要支援2  

2，496単位  

4，880単位  

2，496単位  

4，880単位  

注1 指定介護予防適所リハビリテーション事業所（指定介護予防  
サービス基準第117条第1項に規定する指定介護予防通所リハビ   

リテーション事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護  
予防適所リハビリテーション（指定介護予防サービス基準第116  
条に規定する指定介護予防適所1」ハビリテーションをいう。以  

下同じ。）を行った場合に、利用者の要支援状態区分に応じて、  

それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は医師、  

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員若しくは介護  

注1 指定介護予防適所リハビリテーション事業所（指定介護予防  
サービス基準第117条第1項に規定する指定介護予防通所リハビ   

リテーション事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護  
予防通所リハビリテーション（指定介護予防サービス基準第116  
条に規定する指定介護予防通所リハビリテーションをいう。以  

下同じ。）を行った場合に、利用者の要支援状態区分に応じて、  

それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は医師、  

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員若しくは介護  
職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、  

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

2において「理学療法士等」という。）   職員（以下この注1及び注  

の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別   

に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

2 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の理学療法士等   
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が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対  

して、通常の事業の実施地域（指定介護予防サービス基準第1銅  

条第6号に規定する通常の事業の実施地域をいう。）を越えL  
指定介護予防通所リハビリテーションを行った場合は、1月に  
つき所定単位数の100分の5に相当する単位数を所定単位数に加  
算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 次のいずれかに該当する地域   

① 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定により  

指定された離島振興対策実施地域   

② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に  
規定する奄美群島   

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項  
に規定する豪雪地帯   

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等  
に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺  
地   

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定により  
指定された振興山村   

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第2条  
第1項に規定する小笠原諸島   

⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域   
⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の   

促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す  
る特定農山村地域   

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   

1項に規定する過疎地域   

⑯ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に規  

定する離島  

3 矧‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適■合しているものとして都  

i董府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事  
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業所において、若年性認知症利用者に対して指定介護予防適所  

リハビリテーションを行った場合には、若年性認知症利用者受  

入加算として、1月につき240単位を所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めている   

こと。   

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規  

模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介  
護を受けている間は、介護予防通所リハビリテーション費は、  

算定しない。   

旦 利用者が－の指定介護予防適所リハビリテーション事業所に  

おいて指定介護予防通所リハビリテーションを受けている間は、  

当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所以外の指定介  
護予防適所リハビリテーション事業所が指定介護予防適所リハ  
ビリテーションを行った場合に、介護予防通所リハビリテーシ  

ョン責は、算定しない。  

口 運動器機能向上加算  225単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  

知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的  
に実施されるリハビリテーションであって、利用者の心身の状態  
の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注において  

「運動器機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  

つき所定単位数を加算する。  

イ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この注におい  
て「理学療法士等」という。）を1名以上配置していること。  

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、医師、理学療  

法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同して、運  
動器機能向上計画を作成していること。  

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い医師又は医師の指示  
を受けた理学療法士等若しくは看護職員が運動器機能向上サー  
ビスを行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に  

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規  
模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介  
護を受けている間は、介護予防通所リハビリテーション責は、  

算定しない。   

旦 利用者が－の指定介護予防適所リハビリテーション事業所に  
おいて指定介護予防通所リハビt」テーションを受けている間は、  

当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所以外の指定介  
護予防通所リハビリテーション事業所が指定介護予防通所リハ  
ビリテーションを行った場合に、介護予防通所リハビリテーシ  

ョン費は、算定しない。  

ロ 運動器機能向上加算  225単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  

知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的  
に実施されるリハビリテーションであって、利用者の心身の状態  
の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注において  

「運動器機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  

つき所定単位数を加算する。  

イ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この注におい  

て「理学療法士等」という。）を1名以上配置していること。  

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、医師、理学療  

法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同して、運  
動器機能向上計画を作成していること。  

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い医師又は医師の指示  
を受けた理学療法士等若しくは看護職員が運動器機能向上サー  
ビスを行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に  
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記録していること。  

ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価  

すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所リハビリテーション事業所であること。  

ハ 栄養改善加算  100単位  

記録していること。  

ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価  

すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所リハビリテーション事業所であること。  

ハ 栄養改善加算  150単位  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て（低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   

利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、   
個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者   
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ   

の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、  

1月につき所定単位数を加算する。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養士、  

理学療法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同し   

て、利用者ごとの摂食・噴下機革及び食形態にも配慮した栄養  
ケア計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。   

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ  
と‥   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
適所リハビリテーション事業所であること。   

口腔機能向上加算  100単位  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、   
個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者   
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ   

の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、  

1月につき所定単位数を加算する。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養士、  

理学療法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同し  

て、利用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養  
ケア計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  

ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。   

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ  
と。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
通所リハビリテーション事業所であること。   

口腔機能向上加算  150単位  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある   

利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個   

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・噴下機   
能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状   
態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい   

て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に   
つき所定単位数を加算する。   

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個   

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・囁下機   
能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状   
態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい   

て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に   

つき所定単位数を加算する。   

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  
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ること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、  
言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員その他の職種の  
者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成  
していること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師若  

しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看護職員又  

は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サービス  
を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録して  
いること。  

二 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
適所リハビリテーション事業所であること。  

ホ 事業所評価加算  100単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  

府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所  
において、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）  

の満了日の属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数  
を加算する。  

ること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、  
言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員その他の職種の  
者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成  
していること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師若  

しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看護職員又  
は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サービス  
を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録して  
いること。  

二 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
適所リハビリテーション事業所であること。  

ホ 事業所評価加算  100単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  

府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所  
において、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）  

の満了日の属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数  
を加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

二十八 介護予防通所介護責及び介護予防通所リハビリテーション  

責における事業所評価加算の基準  

イ・口 （略）  

ハ（2）の規定により算定した数を：1つに規定する数で除して得た数  

が0．7以上であるこL  

（1）評価対象期間において、当該指定介護予防通所介護事業所  
又は当該指定介護予防適所リハビリテーション事業所の提供  
する選択的サービスを3月間以上利用し、かつ、当該サービ  
スを利用した後、法第33条第2項に基づく要支援更新認定又  
は法第33条の2第1項に基づく要支援状態区分の変更の認定  

（以下「要支援更新認定等」という。）を受けた者の数  

2、選択的サービスを利用した後、評価対象期間に行われる要  
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支援更新認定等において、当該要支援更新認定等の前の要支  

援状態区分と比較して、要支援状態区分に変更がなかった者  

（指定介護予防支援事業者が介護予防サービス計画に定める目  

標に照らし、当該介護予防サービス事業者によるサービスの  

提供が終了したと認める者に限る。）の数に、要支援更新認定  
等の前の要支援状態区分が要支援2の看であって、要支援更  
新認定等により要支援1と判定されたもの又は要支援更新認  

定等の前の要支援状態区分が要支援1の看であって、要支援  
更新認定等により非該当と判定されたものの人数及び要支援  
更新認定等の前の要支援状態区分が要支援2の看であって、  
要支援更新認定等において非該当と判定されたものの人数の  

合計数に2を乗じて得た数を加えたもの  

ヘ サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  

府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所  
が、利用者に対し、指定介護予防適所リハビリテーションを行っ  

た場合は、輝こ従い、利用者の要支援状態区  

分に応じて1月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし 
次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に  

掲げるその他の加算は算定しない。  

（1）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

些些些  

96単位  

要支援1  

要支援2  

㈲ サービス提供体制強化姐算（Ⅱ）   

要支援1 24単位   

要支援2  48単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① 当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所の介護職員  

の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の40以上である  

こと  
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② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること  
○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   

① 当該指定介護予防適所リハビリテーション事業所の指定介護  

予防通所リハビリテーションを利用者に直接提供する職員の総  
数のうち、勤続年数3年以上の者の占める割合が100分の30以上  
であること   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること  

8 介護予防短期入所生活介護費（1日につき）   
イ 介護予防短期入所生活介護費   

（1）単独型介護予防短期入所生活介護責  

（－）単独型介護予防短期入所生活介護責（Ⅰ）  a㈲ 
b 要支援2  

8 介護予防短期入所生活介護責（1日につき）   

イ 介護予防短期入所生活介護費   

（1）単独型介護予防短期入所生活介護費  

卜）単独型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  a㈲  
b 要支援2  

甲声単位  

597単位  

492単位  

611単位  

仁）単独型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）   

旦閻 536単位   

b 要支援2  667単位  

（二）単独型介護予防短期入所生活介護責（Ⅱ）   a㈲ 522単位   

b 要支援2  653単位  

（2）併設型介護予防短期入所生活介護費   

卜）併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  a㈲  
b 要支援2  

（2）併設型介護予防短期入所生活介護責  

（－）併設型介護予防短期入所生活介護責（Ⅰ）  a㈲  
b 要支援2  

450単位  

563単位  

鱒4単位  

577単位  

（コ 併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）   a 要支援1  a㈲ 514単位   

b 要支援2  633単位  

仁）併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）   a㈲ 500単位   

b 要支援2  619単位  

ロ ユニット型介護予防短期入所生活介護責  

（1）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費   

（－）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護責（Ⅰ）  a㈲  
b 要支援2  

ロ ユニット型介護予防短期入所生活介護責  
（1）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費   

（－）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護責（Ⅰ）  a㈲  b㈲   
（二）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護責（Ⅱ）  a㈲  b㈲  

（2）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費   

（－）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  

557単位  

鱒1単位   

557単位  

681単位  

571単位  

695単位  

亡）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）   a㈲ 571単位   

b 要支援2  695単位  

（2）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費  

（－）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  
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